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平成２６年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２６－㉑）

施策目標 ２１　景観に優れた国土・観光地づくりを推進する 担当部局名 都市局
公園緑地・景観課　景観・歴史文化
環境整備室　室長　出口　陽一

業績指標等

実績値

業績指標等の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

目標年度24年度 25年度

施策目標の概要及び達成すべき目標
良好な景観及び歴史的資産は地域固有の資源であり、交流人口の拡大を生み、地域振興・活性化に繋
がるものであることから、その保全及び活用を中心とした取組の支援を行う。

施策目標の
評価結果

６　国際競争力、観光交流、広域・地
域間連携等の確保・強化

政策評価実施
予定時期

達成手段の目標（26年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）25年度

（百万円）

景観計画を策定した市区町村の数
全国市区町村を対象にした景観計画策定意向調査において、平成24年3月1日時点で、平成28年度末までに景観計画を策定する意
向があると回答した市区町村数に基づき設定。
【社会資本整備重点計画】

歴史的風致維持向上計画の認定を受けた市区町村
の数

地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律に基づく歴史的風致維持向上計画を策定し、地域における歴史的な資産を
活用したまちづくりを行う意向のある市区町村について調査を行った結果、平成28年度末までに意向ありと回答した市区町村の数に
基づき設定。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 26年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要
関連する
業績指標
等番号

(2)
歴史まちづくり法の運用等改
善に向けた施行状況検討調査
(平成25年度）

246
歴史的風致維持向上計画の策定要件や歴史まちづくり施策の実施主体に係る問題等、歴史まちづくり法の制度面・運用面の課
題や発生要因を整理し、必要に応じて法令や運用指針等の改正を行うことにより、我が国における歴史的風致の維持向上の推
進を図る。

112

(1)
歴史的風致維持向上推進等調
査
（平成24年度）

245 111,112

評価結果 目標値初期値
21年度 22年度 23年度

良好な景観や歴史的なまち並の形成における資金面、人材面、制度面の共通課題に対応した取組提案の募集を行い、応募さ
れた提案の中から優れたものを選定し、提案者へ調査を委託する。国と地方公共団体、民間等が連携のもと、モデル的な調
査、実証事業を実施し、その成果を全国に広めることによって、地域における良好な景観の形成や歴史的風致の維持向上の推
進を図る。

26年度
行政事業レビュー

事業番号

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

【閣決（重点）】（業績指標111）
社会資本整備重点計画（平成24年8月31日）

良好な景観形成や歴史的風致形成の推進により、集約型都
市構造への転換を図る都市数（10団体）

景観計画又は歴史的風致維持向上計画に基づいた居住等
機能の立地誘導に資するまちづくりの活動数（10団体）

(3)
官民連携による良好な景観形
成方策検討調査
（平成25年度）

(4)
集約促進景観・歴史的風致形
成推進事業
（平成26年度）

新26-034

少子・超高齢化の進展への対応、厳しさを増す財政状況への対応等の観点において、持続可能でコンパクトな集約型都市構造
への転換が求められているが、その実現には、機能面の充実によるだけでなく、地域独自の歴史文化等に根ざした景観の魅力
を通じてまちの求心力を確保し、居住等を誘導することが必要となる。こうしたことから、人口密度を維持するエリアにおいて、良
好な景観形成や歴史的風致形成の取組支援を強化し、まちの魅力と居住環境を向上させることにより、その活力の維持・増進
（都市再生）を図る。

-

247

今後の良好な景観形成のため、景観法による規制誘導等を行う際に、どのように民間企業の理解や協力を得るかが重要な課
題であることから、民間の建築活動の実態を把握・分析し、景観形成における官民連携のあり方や官民連携の体制構築のあり
方の検討を行い、民間企業の理解と協力を的確に得ながら、望ましい景観形成の推進を図る方策の構築を目的とした検討調査
を実施する。

111


